
１．重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　満期保有目的の債券は、償却原価法（定額法）によっている。　

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　棚卸資産は、最終仕入原価法によっている。

(3) 固定資産の減価償却の方法

　固定資産の減価償却は、定額法によっている。

(4) 引当金の計上基準

(5) リース取引の処理方法　　　

（単位：円）

(6) 消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２．会計方針の変更

　特になし

３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

　土地

　建物

　建物減価償却引当資産

特定資産

　退職給付引当資産

　出向者預り退職金資産

　拠出金積立資産

　法対策準備積立資産

　情報ｼｽﾃﾑ構築積立資産

　修繕積立資産

　発行費用積立資産

　大規模災害対策資産

財務諸表に対する注記

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 当期末残高相当額

68,788,860 50,338,447 18,450,413

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。なお、リース物件の取得価額相
当額、減価償却累計額相当額及び当期末残高相当額は、次のとおりである。

　退職給付引当金は、期末退職給付の要支給額に相当する額（（一社）ぜいたいきょうからの退職一
時金給付見込額を除く）を計上している。

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

2,475,663,000 0 0 2,475,663,000

1,253,078,638 0 32,712,712 1,220,365,926

564,294,282 32,712,712 0 597,006,994

小　　計 4,293,035,920 32,712,712 32,712,712 4,293,035,920

232,717,853 20,000,000 20,073,499 232,644,354

271,565,607 18,830,000 0 290,395,607

35,000,000 5,000,000 0 40,000,000

221,803,891 0 26,118,180 195,685,711

319,139,240 80,000,000 92,767,680 306,371,560

60,000,000 30,000,000 0 90,000,000

600,000,000 200,000,000 0 800,000,000

小　　計 1,771,328,799 355,782,233 141,901,620 1,985,209,412

合　　計 6,064,364,719 388,494,945 174,614,332 6,278,245,332

30,112,1802,942,26131,102,208 1,952,233



４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

  土地

  建物

　建物減価償却引当資産

特定資産

　退職給付引当資産 　 -        

　出向者預り退職金資産 -        

　拠出金積立資産

　法対策準備積立資産

　情報ｼｽﾃﾑ構築積立資産

　修繕積立資産

　発行費用積立資産

　大規模災害対策資産

５．担保に供している資産

　該当なし

６．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

減価償却累計額

　建物附属設備

　機械装置

　器具・備品

　電話加入権

　ソフトウェア

　保証金

７．保証債務等の偶発債務

　該当なし

８．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）

時　　価　 評価損益

　第123回利付国債

９．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　該当なし

10．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　該当なし

科　　　目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

2,475,663,000 (0) (2,475,663,000) -                    

1,220,365,926 (0) (1,220,365,926) -                    

597,006,994 (0) (597,006,994) -                    

小　　計 4,293,035,920 (0) (4,293,035,920) -

232,644,354 - (232,644,354)

290,395,607 (0) (290,395,607) -

30,112,180 - (30,112,180)

40,000,000 (0) (40,000,000) -

195,685,711 (0) (195,685,711) -

306,371,560 (0) (306,371,560) -

90,000,000 (0) (90,000,000) -

800,000,000 (0) (800,000,000) -

小　　計 1,985,209,412 (0) (1,722,452,878) (262,756,534)

5,778,618

合　　計 6,278,245,332 (0) (6,015,488,798) (262,756,534)

科　　　目 取得価額 当期末残高

銘　　　柄 帳簿価額

200,000 -                                 200,000

合　　計 1,052,687,658 636,179,021 416,508,637

200,000,000 200,544,000 544,000

1,775,333 -                                 1,775,333

787,421,526 473,272,294 314,149,232

153,550,341 58,944,888 94,605,453

59,455,739 59,455,738 1

50,284,719 44,506,101



11．関連当事者との取引の内容

　該当なし

12．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

(1) 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載されている金額との関係は、以下のとおりである。

（単位：円）

現金預金勘定

預入期間が３ヶ月を超える定期預金　　　　 預入期間が３ヶ月を超える定期預金　　　

現金及び現金同等物

(2) 重要な非資金取引

　　該当なし

13．重要な後発事象

　特になし

14．その他

　特になし

前期末 当期末

0 0

686,309,528 現金及び現金同等物 797,276,575

686,309,528 現金預金勘定 797,276,575


